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自動車を駐車させた者の法的責任について

平 野 充 好

1.は じ め に

 自動車は契約に基づいて様々な場所に預けられる。例えば,ホ テル ・旅館

等の駐車場に宿泊 ・食事等のためにする駐車,デ パー ト等商店での買い物の

際の駐車,さ らには,私 営の駐車場を利用 して駐車する場合等がある。これ

らは,宿 泊および買い物等の契約に付随 して駐車したり,駐 車それ自体を目

的とした契約に基づいていたりする。いずれの場合においても,自 動車およ

びその積載物に滅失 ・殿損等の損害が生 じた場合に,自 動車を駐車させた者

の責任 をどのように考えるか,必 ず しも明確ではないように思われる。この

問題は,自 動車保有者は車両保険によって,場 合によっては,駐 車させた側

も損害賠償責任保険によってそれぞれの損害を填補することも行われ,現 実

には,保 険によつてカバーされているという側面 もある。しかし,車 両保険

や責任保険における保険者の代位請求を考えると,自 動車保有者 と自動車を

駐車させた者 との問の法的関係 を明確にしてお くことは重要である(1)。

 そ もそ も自動車を 「預ける」 こととは,自 動車を寄託することなのか,そ

れとも自動車を駐車させる場所を借 りることなのか。自動車 を駐車 させた者

の責任 は,そ のいずれの契約類型で自動車の駐車がなされたかが決定的であ

る。すなわち,自 動車の 「寄託」 ということであれば,預 かった者の注意義

務違反(ま たは不可抗力でなかったこと)を 立証して寄託義務違反の債務不

履行責任を問うことになる。また,自 動車の 「駐車場所の(賃)貸 借契約」

ということであれば,自 動車およびその積載物に対する滅失 ・殿損が駐車場
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所 の鍛疵 に よって生 じたの でないか ぎ り(2),責任 を問 うこ とは困難 になる。

したがって,ホ テルや旅館 等 における駐車場の駐 車であろ うが,デ パ ー トの

駐車場や私営駐車場での駐 車であろ うが,自 動車 を駐車 させ る際 に寄託契約

があったか どうか とい う形で議論 されることとなる(3)。

 本稿 では,こ の問題 について,基 本 的には,判 例 ・学説 を整理 しつつ,ド

イツの最近 の議論 を参考 に して(4),自 動車 を駐車 させ た者 の責任 に関す る問

題 を検討 しよう とい うものであ る。従来 「寄託」一般 に関わる問題 として論

じられて きた こ とを 自動車 の駐車 とい う観点か らとりあげたの は,第 一 に,

自動 車 を預 け ることとその他 の物 を預 ける場合 の差異 に注 目した こと(5)第

二に,自 動車 の駐車 に関す る問題 を,場 屋営業者へ 自動車 を預 ける場合 だけ

でな く,有 料駐車場へ 自動車 を預ける場合等 自動車 を預 ける問題 を横 断的に

考えてみたい とい う問題意識か らである。

皿.自 動車を駐車 させた者の責任 に関する判例の整理

 (1)自 動車 を駐車させた者の責任 に関する事例はおおよそ三つのグルー

プに分けて考察することができる。第一グル0プ は,商 法594条 における場

屋営業者への自動車の 「寄託」が問題 になる事案 すなわち,自 動車を駐車

させた者が,ホ テル,旅 館,保 養センター等いわゆる典型的な場屋営業者の

場合である。この場合 には,商 法594条 の 「寄託」をどのように理解するか

ということが問題になる。第ニグループは,商 法594条 の適用の可能性が残

るが,場 屋営業者 といえない商人が附属的商行為 として自動車を駐車させる

事案である。例えば,ガ ソリンスタンドにおいて,給 油,洗 車あるいは修理

後に顧客が自動車 を引 き取 るまでの間自動車 を駐車させ る場合が考えられ

る。場屋営業者でない商人が主たる契約に付随 して自動車を駐車させる場合

に,こ れを単なる場所の提供 とみるか,「 自動車の寄託」があったとみるこ

とができるかどうかである。 このグループでは,商 人が営業の範囲内で 「自
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動車を寄託」を受けたか どうか,そ もそも 「寄託の合意」=「寄託契約」があっ

たか どうかとい うことが問題 になる事案がある。さらに,第 三グループは,

商人が営業として自動車の駐車を引 き受ける事案である。すなわち,駐 車そ

の ものを目的とした 「駐車場利用契約」あるいは 「駐車場契約」(以下では

駐車場契約 という用語を使用する)に よる駐車の場合である(6)。この駐車場

契約でも,寄 託契約が締結されたのか,そ れとも場所の賃貸借契約が締結さ

れたかが問題になる。結局はここでも,「寄託」があったといえるかあるい

は単なる場所の提供にす ぎないかという問題である。次にこれらの三つのグ

ループについて,そ れぞれ判決例を具体的に見てみよう。

 (2)第 一グループについては,商 法594条1項 の場屋営業者が,寄 託物の

滅失・殿損につ き不可抗力を証明しないかぎり責任を負うことになる 「寄託」

を受けているか どうかが問題になる。このグループでは,場 屋営業者の責任

を否定 した事例が2件(① 高知地判昭和51年4月12日 判時831号96頁,② 大

阪地判平成12年1月18日 判時1746号141頁),肯 定 した事例が2件(③ 東京地

判平成8年9月27日 判時1601号149頁,④ 大阪高裁平成12年9月28日 ②の控

訴審,判 時1746号139頁)あ る。

 ①は,保 養センターにおいて宿泊客が駐車していた自動車およびその積載

物が盗難にあったという事案であるが,こ の事例では,寄 託契約は成立しな

いとして商法594条1項 の責任が否定された。判決では,「物の保管 とは受寄

者が物を自己の支配内に」お くことであるとして,本 件では,鍵 は宿泊客が

自分で保管 していること,駐 車場所は白線で示 したのみで柵等の仕切 りが設

けられているわけでなく,従 業員からの指示 もなく自由に駐車できるように

なっていること,セ ンター敷地内の出入 りに門の設備なく24時間出入 りは事

実上自由であることを総合的に判断して 「支配が原告から被告に移ったと解

しえない」とした。

 場屋営業者の責任を肯定した③は,豪 雨により旅館前面の丘陵の一部が崩

落 して旅館駐車場 に駐車していた客の自動車が土砂に埋 もれ損傷 したという
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ものである。 この判決では,自 動車 の寄託の有無 につ いて,自 動車の 「鍵 を

受け取 るこ とによって本件 車両 を支配下 において これを保管 したのであるか

ら,本 件車両 を寄託 した とい うべ きである」 としている。

 ② お よび④ は,同 一事案で,第 一審 では寄託 を否定 し,控 訴審で は寄託 を

肯定 した事案であ る。ホテルの駐車場が満車で,従 業員の指示 によ りホテル

玄関前 に駐車 し,従 業員に 自動 車の鍵 を預けていた ところ,そ の 自動車 お よ

びその積載物が盗難 に遭った とい う事案である。 この事案で は,い ずれ も自

動車 の鍵 の交付 をどの ように解 す るかが問題 にな り,第 一審 では,「 自動車

の鍵 を預か った趣 旨は,一 時的移動 のためスペアーキーを預か った にす ぎな

い」 として保 管約束 とはいえ ない とし,控 訴審で は,「 ホテ ルの敷地 内で移

動 させ るこ とを了承 し,そ の鍵 を従業員 に交付す るこ とによ り,… その保管

を委託 し被控訴人 はこれ を承諾 したのであ るか ら…本件 自動車の寄託 を受 け

た というべ きであ」る とした。

 ① が,保 管 とは 「物 を 自己の支配内に置 く」 ことと した上 で,鍵 の交付,

駐車指示,駐 車場へ の出入 りが 自由か どうか等 を総合 的に判断 してい るのに

対 し,他 の3者 は,い ずれ も 「自動車 を支配下に保管す る」 こ とと 「鍵 の交

付」 とい う要素 を重視 して理解 しているように見 える。す なわち,③ は,鍵

の交付 と車両の支配 を一体化 して理解 し,② お よび④ は,同 じ鍵の交付 につ

いて,第 一審で は 「一時的移動 のため」だか ら保管 ではない とし,控 訴審で

は,「 敷地 内で移動 させ るこ とを了承 し,鍵 の交付 」があ ったのだか ら 「保

管 の委託 ・承諾」があった と捉 えている。いずれに して も,自 動車の鍵 の交

付が 自動車の寄託の成否 の重要 な要素 になっている といって もいい。

 (3)第2グ ループであ る,ガ ソ リンス タン ドにおけ る判決例 の検討 をす

る。 ガソリンス タン ドにおいて 自動車の 「駐車 中」 に盗難 にあった事例 は5

件 あるが,す べ てガ ソリンス タン ド経営者側 の責任 を否定 している(⑤ 東京

地判 昭和59年7月31日 判時1150号201頁,⑥ 東京 地判平成10年10月20日 判 時

1708号136頁,⑦ 東京 地判平成12年9月26日 判 タ1054号217頁,⑧ 東京地判平
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成13年10月19日 判時1796号97頁,⑨ 東京高判平成14年5月29日 判時1796号95

頁(⑧ の控訴審判決))。 いずれの事案も寄託契約その ものの成否が争点にな

り,⑤ の事案では,寄 託契約成立のためには,「 目的物の移転のほかに目的

物保管の債務を負 う合意が必要である」が,そ の合意がないとしている。⑥

の事案は,オ イル交換を内容 とする請負契約に必要な範囲内で一時的に自動

車を預かり,こ の場合の自動車の保管について善管注意義務を負 うが,こ れ

は請負契約に内包されている注意義務であ り,寄 託契約があるとみるまでも

な く,「個人的な事実上の好意として…(中略)…事実上車両の搬出を猶予 し

て貰ったにす ぎない」 としている。⑦の事案では,寄託契約の成否に関して,

駐車 したまま放置することがあっても 「原告が放置 した車両を被告が保管す

る意思のもとにその管理をしたことは認めることができないから」寄託契約

は不成立としている。⑧では,「寄託契約の成立のためには目的物の移転の

ほかに目的物を保管する債務 を負 う合意が必要であるとして,支 配領域内へ

他人が物を置 くことを許容 したのみでは,寄 託を受けたことにはなら」ない

とした。⑤から⑧ まで,い ずれも目的物の移転を肯定した上であるいはあま

り厳密に検討しないで,寄 託 「契約」における合意の有無を問題にし,合 意

を否定している。

 なお,⑧ の事案は,ガ ソリンスタンドの場屋営業性が問題になり,ガ ソリ

ンスタンドは顧客にその設備を利用させる関係 にないからとして,そ の場屋

営業性が否定されている。⑨は,⑧ の控訴審であるが,自 動車が場屋営業者

への寄託ではな く,場 屋営業者のところへ 「携帯 したる物品」であるとして

商法594条2項 が問題になったが,同 条同項は,顧 客がその場屋の営業 目的

に沿った利用 をしている場合に適用されるものであるとして,営 業に関連し

ない者の利用である本件では同条同項は適用できないとした。

 (4)第3グ ループは,駐 車それ自体を目的 とした私営の駐車場における

駐車場契約に関する事例である。このグループの事案は5件 あり,駐 車場の

形態はそれぞれ異なるが,駐 車場契約はそもそも寄託契約か,場 所を提供す
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る契約かで争われている。そのうち,寄 託契約の成立を否定した事案は2件

(⑩鳥取地判昭和48年12月21日 判時738号98頁,⑪ 熊本地判昭和60年9月5日

交通事故民事裁判例集18巻5号1197頁),寄 託契約そのものを肯定 した事案

は1件(⑫ 大阪地判昭和53年11月17日 判タ411号104頁),寄 託契約その もの

を明確に肯定 しているわけではないが,「受寄物の保管 管理」ということ

を前提 にして,受 寄者である管理者に善良な管理者の注意義務違反があると

して,賠 償責任 を肯定 した事案が1件(⑬ 大阪地判昭和42年9月26日 判 タ

214号228頁),さ らには,駐 車場 において車の盗難に伴う高価な庫内物品の

紛失事例では,駐 車場経営者を自動車の保管を業 とする者であるとして,商

法594条 および595条 を準用で きるとした事案が1件(⑭ 東京地判平成元年1

月30日判時1329号181頁)あ る。この⑭の判決例は,エ ンジンキーを差 し込

んだまま駐車場の従業員に自動車が引き渡された事案であるが,寄 託契約の

成否を問題にしないで,駐 車場経営者を場屋営業者ではなく,自 動車保管業

として責任 を負 うべ きとしている。

皿.自 動車の寄託または寄託契約の成否をめぐる議論

 (1)第1グ ループの場合 には,商法594条1項 による,「場屋営業者」が 「寄

託」を受けたかどうかの問題であり,つ まり,場 屋営業者は顧客の自動車を

場屋営業者の駐車場(ま たは駐車可能な場所)に 何 らかの形で(文 字通 り自

動車を預かる場合から顧客に駐車場所を自由に利用させる場合を含めて)駐

車させるわけであるが,こ の自動車を駐車させる行為を 「寄託」 とみること

ができるかどうかである。「寄託」が認められれば,場 屋営業者の厳格責任

が認め られることになる。第2グ ループでは,給 油 ・洗車 ・修理等の契約と

ともに,あ るいは本来の契約 とは別個に自動車を駐車させる場合であるが,

この場合には,本 来の契約 とともにあるいは別個にしろ,そ もそ も 「寄託契

約」があったかどうかが問題になる。第3グ ループでは,有 料駐車場を利用
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する契約は自動車の 「寄託契約」の性質を有するかどうかである。すなわち,

駐車場契約の法的性質に関する問題であり,「寄託契約」の成否そのものに

関する問題である。

 寄託とは,言 うまでもなく,受 寄者が寄託者のために物を保管することを

約してこれを受取ることによって成立する契約だから(民 法657条),寄 託契

約は保管のための目的物の受け取 りでなければならない。また,寄 託契約の

主眼である物の保管 とは,通 説的見解によれば,受 寄者が物を保持 して滅失・

殿損 を防止して現状の維持を図ることにあると解 されている(7)。したがって,

寄託契約とりわけ自動車の寄託 という場合には,滅 失 ・殿損を防止 して現状

の維持を図るという労務の提供をどのように考えるかが問題になる。

 (2)ま ず,第1グ ループの場合の寄託について検討 してみよう。場屋営

業者への自動車の寄託 という場合に,ど のような要件が備われば 「寄託」が

成立するかについては,次 のような見解が考えられる。第一説は,自 動車の

鍵の交付 だけで車両を支配下において保管できるとする見解である(8)。この

見解は,判 決例③が 「被告はその鍵を受け取ることによって本件車両を支配

下においてこれを保管 したのである」という表現に代表的に現れている。もっ

とも判決例②および④ も同様に鍵の交付 を重視する考え方に立ちつつ,ス ペ

ァキーの交付 という点で評価に差が出ている。この見解は,鍵 の占有があれ

ば,自 動車の移動 も自由になしえるのであるから,保 管 という労務を提供 し

ているという考え方を前提にしているのであろう(9)。第二説は,自 動車の占

有が客あるいは場屋営業者のいずれにあるかによって定まるが,そ の基準を

自動車の出入 りについてチェックされているかどうかに求める見解である㈲。

出入 り口がチェックされることによって宿泊客が自動車を自由に外へ持ち出

せないことを考えると,自動車の占有移転があったと考えることもできるし,

さらには,出入 りをチェックする労務の提供があるとも考えることもできる。

出入 り口のチェックの有無を,寄 託 ・保管の独立の要素 と考えることも一つ

の考え方であろう。第三説として,鍵 の交付のほかに,出 入 りロのチェック,
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さらには,駐 車場の形態,駐 車場所の指示等を総合的に判断して,自 動車の

寄託があるか否かを判断する見解である。判決例①がその立場である(11)⑫。

 結局,場 屋営業者への寄託の問題は,我 が国独 自に発展 してきたいわゆる

厳格な責任であるレセプツムの責任 をどのように解するかという問題に,自

動車という特殊な物(移 動に鍵が必要な比較的大きな物)の 寄託について ど

のように考えるか という問題が加味されている。レセプッムの責任のあり方

に焦点をあててこの問題を議論することはさておき(13),商法594条 における

寄託の解釈について,第2・ 第3グ ループにおける自動車の寄託を含めて次

節で検討するように,この自動車の寄託問題を考える場合の重要問題 として,

これまでは,自 動車の寄託か場所の提供かを区別する指標 として,自 動車を

支配下においている者は誰か,あ るいは自動車の直接占有の移転があったか

どうかに置いているようにみえるが,そ のような考え方は果たして妥当であ

ろうか。

 なお,場 屋営業者の責任に関して,客 と場屋営業者 との問に寄託あるいは

寄託契約が成立 しなくても,商 法594条 の2項 で妥当な解決を図ろうとする

考え方が近時有力に主張されている(14)。この考え方は,場 屋営業者の厳格な

責任に関する懐疑 と寄託または寄託契約の成否にに関する議論 をさけ,そ の

上でバランスある妥当な解決のために法定責任である商法594条2項 を引 き

合いに出そうとするものである。

 (3)次 に,第2グ ループであるガソリンスタンドにおける駐車の事例で

は,ま ずガソリンスタンドが場屋営業性をおびるかどうかについて問題があ

る(15)。この点が一般的に肯定されれば,上 記第1グ ループで考察 したように,

場屋営業者の 「寄託」の問題と同様である。場屋営業性を帯びないというこ

とであれば,商 法593条 の商事寄託の問題になる。したがって,判 例ではと

りあげられてはいないが,ガ ソリンスタンド以外に場屋営業者でない商人が

自動車の寄託を受ける場合 も,商 事寄託一般の問題 として扱うことになる⑯。

 いずれにしても,こ の第2グ ループでは,寄 託または寄託契約の成否の問
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題が,多 くの場合に,自 動車の修理 ・洗車,場 合によっては給油の契約のた

めにいったん自動車の占有移転があり,そ の当初の契約関係終了後も自動車

はそのまま受寄者側の領域内にある場合が多 く,し たがって,本 来の契約関

係終了後における,寄 託または寄託契約の合意が問われることになるのであ

る。ここでの寄託も,第 一グループの寄託の問題と異なることはなく,寄 託

契約が成立しているかどうかという問題である。第一グループでは寄託契約

の要物的側面が問われているのに対 し,こ こでは,寄 託契約の合意としての

側面が全面に出てきている。ここで商事寄託という場合には,む しろ鍵の交

付を含め自動車の占有移転という要物的側面は問題にならず,外 形的に自動

車の支配は駐車させた側に移っているため,そ のことが論点にならなかった

だけである。

 (4)さ らに,第3グ ループであるいわゆる駐車場契約に関する事案であ

るが,こ の場合には,駐 車場契約そのものについて,自動車の寄託契約があっ

た とみるか,設 備 または場所の賃貸借 とみるかという問題である伽 鋤。たし

かに,自 動車を預かる側が保管物である自動車のために保管 という労務 を提

供することな く,単 に保管場所を提供するにす ぎないということであれば,

寄託ではなく場所の賃貸借である(19)。しかし,駐 車場の形態の如何にかかわ

らず駐車場契約のすべてが場所の賃貸借であると解するわけにもいかない。

判決例から駐車場契約の事案を見ると,月 極の駐車場契約の場合には,周 囲

三方塀で囲まれ,出 入 り口鉄製の門扉,管 理人が出入 りロを監視 しているよ

うな駐車場 について,「保管の責に任ずる」とする契約文言 を評価 して,駐

車場側が鍵の保管をしていなくても寄託契約の成立を是認している。契約書

や駐車場利用約款の文言から当事者の意思を重視 したものといえよう。他方

で月極ではない他の駐車場契約の事案では,「寄託契約は保管することを約

して自動車を受け取ることによって成立する契約であ り,右 物の保管とは受

寄者が物を自己の支配内において,そ の滅失 ・X損 を防いで現状を維持する

こと」にあるとして,自 動車の占有が駐車場管理者にあるかどうかを問題に
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し,駐車場の構造(門 戸障壁の設置),出 入 りロのチェック(管 理人の有無),

鍵の保管 当事者の意思解釈等を問題にしている。判決例⑩⑪では,い ずれ

もそれらの要件を欠 き,寄 託契約の成立はなく,場 所の提供にす ぎないとし

ている。結論的にいえば,こ こでの駐車場契約は,月 極の場合には,駐 車場

の形態(監 視 したがって出入 り口のチェックの有無,屋 根付 きかどうか等)

および約款文言により別異に考えられるが,そ の他の場合には,第1グ ルー

プのところで論 じた寄託の成否に関する議論 とほぼ同様の考え方ができるの

ではないかと思 う。

 なお,こ のグループの事案でも,事 案⑭で問題になったように,駐 車場経

営者が場屋営業者であるかどうかは全 く問題がないわけではないが,場 屋営

業性を肯定するのは困難であるように思う⑫①。

N.自 動車の寄託 と自動車の駐車場所の貸借の区別

 (1)と ころで,ド イツでは,自 動車を駐車させた者の責任 に関 して叫

自動車が寄託される契約類型と自動車を駐車させるスペースまたは場所を提

供する契約類型があり,両 者の限界づけの標識 として,自 動車の占有状態に

よって区別すべ きとする考え方 と保管義務の観点から判断すべ きだとする考

え方がある。前者は,受 寄者は直接の占有を手に入れなければ自動車を実際

に自由にすることがで きない。駐車場の所有者が 自動車の鍵を持たない以上,

自動車の直接占有はありえない,し たがって,自 動車の鍵が監視人に渡 され,

必要な場合には,監 視人が自動車の出し入れできる場合が寄託であるとして

いる吻。それに対 して,後 者は,自 動車の寄託か自動車を駐車する場所の提

供かを区別する基準に関して,保 管義務 という観点から寄託契約を考察すべ

きだとする㈲。最高裁判所 は判断を回避 しているが図,学 説は,後 者の立場

が有力であるように思われる(25)。寄託であるかどうかについての基準を保管

義務に求める学説は,結 局は契約解釈の問題であるとしなが ら,あ る者は,
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駐車場の形態を分類して分析するもの,す なわち,駐 車場の形態を,監 視の

ない駐車,監 視つ きの駐車,集 合駐車場(Sammelgerage),お よびパーキ

ングビル(Parkhaus)の4形 態に分けて分析する飼。他方で,あ る者は,保

管義務の観点か ら判断すべきであるが,監 視 もなく自由に出入 り可能な駐車

場では,問 題なく保管義務は否定されるが,保 管義務の内容は幅がありさら

に約款解釈,と りわけ,保 管義務の制限条項及び約款条項の契約への組み入

れ問題を検討すべきと主張するものがある伽。寄託であるかどうかについて

の基準を保管義務に求める ドイツの学説は詳細な点では全 く同一というわけ

ではないが,や や大胆であるが次のように整理することができる。第一・に,

占有状況は適切な限界づけの基準にはならない。第二に,寄 託には保管義務

が必要であり,駐 車場の所有者が自動車の殿損又は盗難について何 ら守る必

要のないような場合,例 えば,駐 車場で監視 もなく誰でも自由に出入 りでき

る場合には保管義務は否定される。第三に,駐 車料金の取 り立て,駐 車時間

を管理するだけの場合には,た とえ監視人がいても,受 寄者に自動車の保管

義務がない。第四に,保 管義務の内容は,多 義にわたるので,契 約解釈の問

題 としても,類 型化 により一定の方向性 を示す こと㈱,あ るいは,約 款解釈

の問題 として,約 款は利用者の義務をどの程度制限できるかということおよ

び約款条項を契約内容 として考慮するための条件等 を明らかにすること㈲が

重要である。こうした ドイツ法における保管義務の考え方について更なる分

析 ・検討が必要であるが,駐 車に関する問題に関し保管義務の存在および内

容を中心に展開している ドイツのこの方向性は我が国における議論にも参考

なるのではないかと考えている。

 (2)我 が国における自動車の寄託か駐車場所の貸借か という問題を,寄

託の三つのパ ターンを統一的に考えることも重要である。すなわち,第1グ

ループの場屋営業者に対する自動車の寄託と第2グ ループおよび第3グ ルー

プにおける自動車の商事寄託においても,議 論の重点(要 物的側面および諾

成的側面)は 異なるものの,自 動車の寄託に関する問題は,結 局は,自 動車
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の寄託契約があったかそれとも単なる駐車場所の提供であるかという問題 に

帰着するように思われる。 したがって,我 が国おける自動車の寄託か自動車

の駐車場所の貸借かを区別する基準を何 に求めるかについてもドイツの議論

がそのまま当てはまるのではないか と思う。

 この問題は,自 動車の寄託か 自動車を置 く場所の貸借かを区別する基準 を

何に求めるかは必ず しも容易ではない。我が国の場合には,基 本的には区別

のメルクマールとして,「 自動車の占有移転があり自動車を支配下において」

いるかどうかに求めている。 しかし,寄 託をうけて保管するのであるから,

それによって,受 寄者に保管義務が発生していることを考えれば,む しろ端

的に,ド イツ法における最近の有力説のように,自 動車の寄託があれば,そ

の物について保管義務が発生 した と考え,保 管義務の有無こそが寄託か場所

の貸借かについてのメルクマールと解すべきではないかと考える。もちろん,

当事者の意思解釈が前提になり,そ のために約款解釈の重要性 はいうまでも

ないが,それが不明確ならば,この保管義務の存在が両者を分かつメルクマー

ルとして適切ではないかと思う。 もっとも,寄 託か どうかについて保管義務

の存在に求めるこの考え方は,第1グ ループの判例 ・学説の考え方の第三説

の立場および第3グ ループの寄託契約を是認した判決例③④の考え方にも近

いのではないかとも思 う。 しか しなが ら,判 決例で展開された考え方に見 ら

れる占有移転,鍵 の交付 という考え方を重視するのではなく,む しろ労務の

提供について保管義務があるか どうかという視点か ら,駐 車場の形態,鍵 の

交付,出 入 り口のチェックという諸事情を判断すべ きではないかと考える。

V.む すび に代 えて

 自動車を預けるという場合に,自 動車の寄託があったか,自 動車を駐車さ

せる場所の提供(賃 貸借)か どうかを判断する標識 として,従 来の多数の考

え方は,保 管物である自動車の占有が自動車を駐車させた者に移転している
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かどうかで判断している。そのために,自 動車を駐車させようとする者から

自動車を駐車させた者へ 自動車の支配が移ったことの重要なメルクマールと

して自動車の鍵の交付が考えられた。 しか し,す でに見てきたように,い く

つかの問題点があるように思う。第一に,自 動車という保管対象物の特殊性

を視野に入れて考察する必要がある。すなわち,自 動車の鍵の交付 は,た し

かに自動車を移動させる前提 という側面があるが,鍵 が無ければ全 く保管義

務 を果たせないというわけではないであろう。第二に,い ずれのグループに

おける駐車の場合においても,当 事者の意思解釈の重要性は無視できない。

したがって,普 通取引約款の条項解釈の重要性を指摘せざるを得ない。具体

的には,第1グ ループで言えば,宿 泊約款であ り,第3グ ループで言えば駐

車場利用約款がある。例えば,宿 泊約款に見 られる鍵の交付の有無にかかわ

らず,ホ テル側の免責条項には(30}端的に鍵の交付だけでは,自 動車の保管

義務を明らかにしていないことを示 している。また,駐 車場契約の場合 は,

駐車場の形態も利用契約も様々であり,必 ず しもその契約の法的性質を画一

的に定め られないことは論者の指摘するところでもある岡。

 その意味で,ド イツの有力説が主張するように,寄 託 と賃貸借を区別する

標識である 「保管義務」の考え方を参考にしつつ,駐 車場の形態,出 入 り口

のチェック,鍵 の交付および当事者の意思関係を含め種々の諸要素を総合的

に考慮して,受 寄者が実質的に保管義務を負っているかどうかで決めるべき

ではないか と思う。

 民商法の寄託に関する規定はいずれも任意規定であるから,場 屋営業者 と

の関係では,自 動車の寄託については宿泊約款綱があ り,駐 車場契約に関し

ても,月 極契約の場合はともか く鰍 駐車場利用約款による取引が一般的で

ある。 したがって,寄 託契約に関しても約款解釈にゆだねられるところは多

いであろう。 もっとも,注 意しなければならないのは,約 款条項の有効性の

限界を踏まえるとともに,約 款条項の当事者に対する認識可能性がどのよう

に担保されているか も重要な問題点であることを忘れてはならない図。
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注

(1)この 問題に関する判決例で も保険会社が原告になっている事案がい くつかある(東 京

 地判平成8年9月27日 判 時1601号149頁,大 阪高判平成12年9月28日 判 時1746号139頁

 等)。

(2)賃借 した土地 ・施設に暇疵があれば,磯 疵担保責任 を問うことはで きる(民 法559条)。

 使 用貸借であればその責任 もない。

(3)自 動車以外 の動産 について,寄 託があったかどうかについて争いになることは考えに

 くい。なお,ゴ ルフ場のクラブハ ウス内にある貴重品ローカーにおける銀行キャッシュ

 カー ドに関す る商事寄託の成立が問題 になつた事例 として,東 京高判平成16年12月22

 日金融 ・商事判例1210号9頁 参照。

(4)Dieter Medicus, Zur Haftung fur untergestellte Kraftfafrzeuge,25 Jahre Karlsruher Forum,

 (1983)171ff. H�fer, M�chener Kommentar zum BGB, Band4(2005)ｧ688.

(5)自 動車 には車両保険が付せ られそれ自体 の損害 を填補す る方法があるとともに,自 動

 車 の引 き渡 し方法として 自動車の鍵の交付が伴 う点である。

(6)大 沢正男 「駐車場利用契約」現代契約法大系第3巻(有 斐閣1983)第3巻257頁 以 下,

 大 橋正爾 「いわゆる駐車場契約について」明治大学法制研究所紀要7号(1963)77頁

 以 下参照。なお,岸 上晴志 「契約当事者 間における相互依存関係 についての一考察一

 駐 車場契約 を例 として一」中京法学17巻2号(1983)1頁 以下参照。

(7)幾代 通=広 中俊雄 『新版注釈民法(16)』310頁 〔明石三郎〕(有斐閣1989),松 本暉男 「寄

 託 契約」契約法大系V(特 殊 の契約1)(有 斐 閣1963)3頁 。

(8)近 藤光男 『商法総則 ・商行為法』(有 斐閣2005)253頁,藤 原 俊雄 「場屋営業者の責任」

 民 事法情報No240(2006)14頁 も,こ の見解に近いか,判 決例④ の事例 を 「自動車の

 鍵 はフロントに預けたとい うのであるか ら,寄 託関係が成立 した とすることにまず異

 論 はないであろう」 とか,宿 泊者 自身が鍵を所持 していた判決例① について,場 屋営

 業 者に責任あるとするのは,「 やは り通常の寄託概念の理解の仕方か らは相 当の無理

 が ある」と指摘 している。

(9)も っ とも,場 屋営業者 に対す る寄託 について,こ の第一説 と同様 に,自 動車の鍵の交

 付 だけで足 りるとしつつ,そ の根拠 を,商 法594条 の レセプツムの責任 の沿革 を考慮

 して,本 条の寄託は,商 法593条 の 商事 「寄託」 と異な り,自 動車の受け取 りだけで

 十 分であ り,保 管の要素である労務の提供を考慮する必要がない とする考 え方 もある

 (来住 野究 「判批」法学研究76巻2号(2003)127頁)。 商 法594条 は,法 が特 に定めた

 特 殊な責任であるが,そ のことと寄託それ 自体の意義を他の商事寄託,民 事寄託 と異

 に解するまではなかろう。
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⑩ 加藤一郎 ・鈴木禄弥編 『注釈 民法(17)』 〔幾代通 ・平田春二〕448頁(有 斐 閣1969),

 岩崎 憲次 「場屋取引」『現代商法1総 則 ・商行為法』(三 省堂1986)416頁 。

(11)宇野稔 「場屋 における駐車事故 と商法594条 の 責任」大分大学経済論集31巻5号(1979)

 235頁 。 なお,宇 野 は,第2説 と第3説 を同一 に扱 っているが,保 管あ るいは労務の

 提 供 という視点か らすれば 駐車場の形態,駐 車場所 の指定も重要な要素であるよう

 に思 える。例えば,屋 根付 きか どうかで保管の意義が異 なる し,保 管 しやすい場所の

 指定 ということもあるであろう。

働 梅津昭彦 「客の持込品についての場屋営業者の責任」東北学院大学論集(法 律学)60

 号(2002)30頁 参 照。 この考え方 は,商 法594条 の 「寄託」 も労務の提供 が必要であ

 る とい うことか ら,場 屋営業者が自動車の鍵 を預かる場合に,そ れだけでは保管の要

 素 としては不十分であるとして,第 一説 をとらないことは明 らかである。 しかし,「場

 屋 営業者 の責任 は厳格 な責任 を負担 させるのだから,そ の要件である寄託 も厳格 に解

 すべ きであ り,当 該物品の維持管理に適 した支配が場屋管理者に実質的に移転 してい

 る ことが必要である」とするだけで,こ の見解が鍵の交付以上 にどのようなメルクマー

 ルが加味 されれば,「 管理維持に適 した支配が実質的に場屋営業者 に移転」 したと解

 す るかは明 らかでない。

(13)商法594条 の今後の発展 を期待する見解(宇 野稔 「貴重品袋 を利用 した貴重品(高 価品)

 の寄 託と商法595条 」大分大学経済論集32巻6号(1980)130頁,岩 崎前掲(注9)414頁)

 もないわけではないが,多 くは,本 条の現代的意義を疑問視 し抜本改正を主張 してい

 る(塩 崎勤 「場屋の経営者の責任」『現代裁判法大系⑯』(新 日本法規出版1994)302頁,

 藤 原 前掲(注7)16頁)。 私見 では,少 な くとも,旅 店主の場合 には,1962年 欧 州会

 議 による 「旅店主の客の持込品に対す る責任条約」および ドイツ民法と同様 無過失

 責 任であるが責任制限をするという方向性 に舵を切るべ きである と考えている(拙 稿

 「ドイツ法 における旅店主の客の持込品に対する責任」法学新報114巻11・12号(2008)

 670頁 参照)。

(14) 原 前掲(注7)11頁 以下,小 菅成一 「客の携帯品に対する場屋営業者の責任」嘉悦

 大 学研究論集50巻1号(2007)1頁 以 下。

(15)ガソ リンス タンドと場屋営業性 について,ガ ソリンスタン ドは,施 設を利用 させ る関

 係 にないとい う点で場屋営業性が否定されるとする判例(大 判昭和12年11月26日 民 集

 16巻23号1681頁)・ 学説(州 崎博史 「判比」商事法務1788号(2007)142頁,来 住 野究 「判

 批 」96頁)お よび肯定する学説 ・判決例(東 京高判14年 判決⑨では,ガ ソリンスタン

 ドの場屋営業性 を肯定 したが,そ の営業に関連 しない者の場屋 の利用には商法594条

 2項 の適用することはで きないとした)も ある(小 菅前掲(注13)12頁,田 中慎一 「判
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 批 」西南学院大学法学論集第38巻2号(2005)7頁)。 商 法594条 に おける場屋営業に

 つ いて,通 説 的な解釈基準である 「客 の来集」「設備利用」 ということであれば,ガ

 ソ リンス タン ドの場屋営業性 も肯定 されざるをえないのでないか。 もっとも,こ のガ

 ソ リンス タン ドの場屋営業性の問題は,場 屋営業性を肯定 した上で,さ らに寄託の成

 否 が問題 な り,商 法594条1項 の寄託品に関する責任かあるいは同条2項 の携行品 に

 関する責任の問題で もある。

⑯ なお,こ の商事寄託に関 し,民 事寄託(民 法597条)と は異なる概念 で理解 しようと

 す る考 え方がある(吉 田直 「判批」金融 ・商事判例No 1232(2006)61頁)が,こ の考

 え方は,自 動車の寄託 に関す る事例ではないが,ゴ ルフ場の貴重品ロ ッカーに携行品

 を保管 した した事案につ き,ロ ッカーを利用客が施錠 した時点で場屋営業者が占有=

 保 管 を開始す ることにより商事寄託契約が成立すると構成できる としている。寄託概

 念 を相当に拡げるものであ り,解 釈論 としては無理があるように思われる。

(1のこの駐車場契約に関 して,寄 託か駐車場所の提供かを区別す る基準について論 じたも

 の として,対 価 の高低 を基準 として有償寄託とするか賃貸借 とするかを決すべ きだと

 す る見解がある(岸 山前掲(注6)8・9頁,18頁)。

(ls)なお,駐 車場経営者 との契約 による利用 を広 く駐車場契約 と捉 え,駐 車場 「施設」が

 自動車利用者の支配下にあるか企業経営者 自身にあるかに分け,前 者 を建物(車 庫)

 また は土地(駐 車場地内の特定の部分)の 賃貸借契約,後 者 を寄託契約 または新 しい

 タイプの契約だとす る見解がある(大 橋前掲(注6)87頁 以 下)。

(19)内田貴 『民法II債 権 各論』(東 京大学出版会2011)304頁 は,貸 し駐車場 も保管場所 の

 賃 貸借であるとする。

(20)石田清彦 「判批」ジュリス ト1035号(1993)175頁 。 なお,石 田は商法594条 お よび同

 595条 の趣 旨は,駐 車場で自動車を預かる場合 にもあてはめて考えることは望 ましい

 と主張する(同176頁)。

⑳ ドイツ法では,旅 店主の無過失の法定責任に関する規定があるが,ド イツ民法704条

 1項 で は,こ の旅店主の責任か ら 「自動車等」は除外 されている。我が国における 「場

 屋 営業者への寄託」 に関する問題は,宿 泊契約 に伴 う保管義務の問題 として扱 われる

 (拙稿 前掲(注12)658頁 以 下参照)。

(22)Hasse, M�chener Kommentar zum BGB(1980)§688Rdn42.ド イツ民法629条 の 「保

 管変更権」 を根拠 にしているが,Medicusは,そ の規定は任意規定であ り,し か も保

 管一般に該当す るものでもないとして批判する(Medicus, aaO S.172)。

(23)Medicus, aaO. S.171f.

(24)H�fer, aaO. Rdnr.39, Medicus, aaO. S.171.
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(25)Larenz, Schuldrecht II 12Au乱(1981)S.362fFn.3.は,引 き渡 しが欠け,そ の限 りで 「非

 定 型」であるとして も,688条 以 下の規定が適用 される寄託契約 に関する問題である

 と している。

(26)H�fer, aaO. Rdnr.51f.な お, Hasseは,無 償 有償 監視 され るかされないかに分類

 して論 じている(Hasse, aaO.Rdnr.43)。

(27)Medicus, aaO. S.173f.

(28)Huffer, aaO. Rdnr.51f.

(29)Medicus, aaO. S.173f.

(30)国際観光ホテル整備法第11条 の 規定によるモデル宿泊約款17条 で は,「 宿泊客が当館

 の駐車場 をご利用 になる場合,車 両のキーの寄託の如何 にかかわ らず,当 館 は場所を

 お貸 しするものであって,車 両の管理責任まで負 うものであ りません。」 と定める。

㈱ 大橋前掲(注6)86頁 以 下,岸 上前掲(注6)4頁 以下。

(32)国際観光ホテル整備法第11条 の 規定によるモデル宿泊約款17条 は,前 記注1で 引用 し

 た文言に続いて,「 ただ し,駐 車場 の管理に当た り,当 館 の故意又は過失によ り損害

 を与えた ときはその賠償の責め に任 じます。」の文言があるが,こ れはある意味では,

 商 法594条2項 の規定 とほぼ同様の定 めを置いたものとして,自 動車の寄託に関して,

 妥 当 な方向性 を示 しているといえる。

(33)月極 の場合には契約書 を交わすことが多い。

図 商法594条3項 参照。 なお,Medicusが 指 摘するように,約 款によって どの程度利用者

 の責任 を制限できるか,あ るいは,ど の程度の認識があれば約款条項を個別契約に組

 み入れることができるか等 は重要な課題である(Medicus, aaOS.173.)。


